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課題名  Ｂ－１２ 極端な気象現象を含む高解像度気候変化シナリオを用いた温暖化影響

評価研究  
課題代表者名  江守正多（独立行政法人国立環境研究所地球環境研究センター温暖化リスク評価研

究室）  
研究期間  平成16－18年度  合計予算額   127,400千円（うち18年度 49,400千円）  

研究体制  
（１）影響評価に必要な気候モデルの極値再現性の検証と入力データの検討に関する研究  

・日降水再現性の検証と入力データの検討（環境省独立行政法人国立環境研究所）  
・日最高・最低気温再現性の検証（名古屋大学）  

（２）極値現象を含む気候変化シナリオを用いた温暖化影響評価に関する研究  
・農業・健康分野の影響評価研究（環境省独立行政法人国立環境研究所）  
・水資源・水害分野の影響評価研究（東京大学）  

（３）影響評価において重要な極値現象変化のメカニズム解明と不確実性の検討に関する研究  
・気候の長周期変動の観点からのメカニズム・不確実性検討（東京大学）  
・気象擾乱の観点からのメカニズム・不確実性検討（環境省独立行政法人国立環境研究所）  

研究概要  
１．序（研究背景等）  
 

従来の多くの温暖化影響評価は、主に気温や降水量の平均値（例えば月毎の気温を長年平均した

もの）の変化をもとに行われてきた。しかし、影響評価において特に重要であるのは、極端な高温

日、台風や集中豪雨、長い乾燥期間といった極端な気象現象（以下、「極値現象」とよぶ。「極端

現象」の用語が定着しつつあるが、サブテーマタイトル等との整合性のため、本報告書では一貫し

て「極値現象」を用いる。）の頻度や強度の変化であるという認識が強まってきている。例えば、

洪水をもたらすような強雨の増加は、月平均の降水量の変化では表現できないし、熱中症をもたら

すような高温日の増加は、月平均の気温の変化では表現できないといったことが挙げられる。この

ことが温暖化影響評価の不確実性の一因となり、対策の推進にも影響を及ぼしている。  
従来の影響評価が平均値の変化のみに基づくのは、影響評価の基となる気候モデルによる地球温

暖化実験結果のデータが月平均程度でしか提供されないこともさることながら、気候モデルによる

極端な強雨や高温のシミュレーション、またその温暖化時の変化のシミュレーションが、意味のあ

る精度を持っていないだろうという認識に基づく。その大きな理由の一つは、計算機能力の制約に

より、気候モデルの空間解像度（モデルが表現できる最小スケール）が十分細かくないことにある。

これに対し、日本では、世界最大級のスーパーコンピュータである地球シミュレータが2002年に稼

動し、それを用いた高解像度の地球温暖化シミュレーション研究が進展しつつある。  
 
２．研究目的  
 

本研究は、極値現象を含む気候変化シナリオを用いて温暖化影響評価を試みると共に、その有効

性と不確実性を議論することを通じて、全球規模の温暖化影響評価の精度向上に資することを目的

とする。  
本研究では、地球シミュレータ上で計算された、大気海洋結合モデルの温暖化シナリオ実験とし

ては世界最高解像度である大気100km程度のモデル結果を用いる。このモデルが現在の気候条件で

現実的に極値現象を表現できているかの検証を行った上で、気候モデル研究者と影響研究者の間で

綿密な情報交換を行い、影響評価研究に必要な変数、時間解像度などの条件を満たす気候変化シナ

リオを作成する。これを用いて、地球温暖化による水資源、水害、農業、健康などの影響評価を全

球規模で行う。また、水資源と農業分野に関しては、温暖化の影響を緩和するためのダム管理、灌

漑管理等の適応施策の検討を行う。この過程で、極値現象を考慮した影響評価の適切な手法を検討

し、従来の影響評価と比較することによりその有効性を示す。最後に、気候モデル結果の不確実性

を議論するため、影響が甚大であると診断された特定地域の特定現象（ホットスポット）に注目し

て、そのような影響をもたらす極値現象の変化が気候モデルの中で如何なるメカニズムで生じ

たのかを解明し、そのような変化が気候モデルの不確実な部分に依存しないかどうかの検討を

行う。  



 B-12-ii

３．研究の方法及び結果  
（１）影響評価に必要な気候モデルの極値再現性の検証と入力データの検討に関する研究  

本サブテーマでは、本課題で温暖化影響評価に用いる気候モデルが、豪雨や熱波などの極値現象

をどの程度現実的に再現するかを観測データとの比較により検証し、モデルの信頼度を確認すると

ともに、問題点を特定することを目的とする。また、影響研究に必要な気候モデルデータの検討も

行う。モデルの極値現象再現性の様々な側面、様々な時間スケールに注目して、次の５点について

研究を行った。１）強い日降水に注目した降水特性の再現性検証 [H16年度 ]、２）無降水日数の再現

性検証 [H17, 18年度 ]、３）20世紀後半における種々の極値指標の変化傾向の再現性検証 [H16, 17年
度 ]、４）東アジア域・アジアモンスーン域夏季の天候の年々変動特性の再現性検証 [H17, 18年度 ]、
５）影響評価研究への入力データの検討 [H16年度 ]。なお、本課題で用いる気候モデルおよびその実

験は、文部科学省RR2002課題「高分解能大気海洋モデルを用いた地球温暖化予測に関する研究」（代

表：東京大学気候システム研究センター住明正教授）において開発ならびに実施されたものであり、

大気海洋結合モデルは現時点で世界最高の解像度を持つ（以降のサブテーマについても同様であ

る）。  
１）の強い日降水に注目した降水特性の再現性検証では、気候モデルの日降水量と衛星観測から

推定された日降水量データなどとの比較を行った。この結果、本研究で用いる高解像度（水平解像

度1.1°）大気モデルおよび大気海洋結合モデルが、１ °程度の空間スケールにおいて、強い日降水（99
パーセンタイル値）の強度およびその空間分布を概ね現実的に表現できることが明らかになった

（図１a,c）。解像度が向上（水平解像度2.8°から1.1°）することにより、日本域の地域的な降水特

性や強い日降水の頻度の再現性が向上することが示された。一方で、同じ解像度でもモデル化の仮

定（積雲対流過程のパラメタ化）の違いにより強い日降水の再現性は大きく変化することも示され

た（図１a,b）。  
２）の無降水日数の再現性検証では、気候モデルの日降水量データから求めた無降水日数の統計

を観測データによるものと比較した。モデルは南北半球海上のストームトラック域で年間無降水日

数を顕著に過小評価するが、陸上については概ね現実的な無降水日数を再現することが示された。

また、連続無降水日数の頻度分布を陸上の多くの地域について良好に再現できることが示された

（図２）。  
３）の20世紀後半における種々の極値指標の変化傾向の再現性検証では、大気海洋結合モデルに

20世紀の現実的な自然および人為起源の外部条件を与えて走らせた結果と、新たに入手した20世紀

後半の全球日最高最低気温観測データとの比較を、統計解析により行った。この結果、日最低気温

の年間最高値、真冬日日数および冬日日数の過去の変動を、モデルは自然変動の不確実性の範囲内

で現実的に再現していることなどが示された。  

  

 図１ 年間第４位日降水量（およそ 99 パーセ

ンタイル）の地理分布。(a)大気の乾燥による積

雲対流の抑制を仮定した実験(CS＝このモデル

の標準設定 )、 (b)抑制を仮定しない実験

(NOCS)、および(c)衛星観測に基づく推定デー

タ(GPCP)。 
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４）の東アジア域・アジアモンスーン域夏季の天候の年々変動特性の再現性検証では、日本およ

びその北側の東アジア域と主に日本の南方のアジアモンスーン域のそれぞれについて、気候モデル

結果における夏季の天候の年々変動を解析し、観測データにおける年々変動と比較した。東アジア

域については500hPa高度場、アジアモンスーン域については水蒸気フラックス鉛直積分に注目し

て、年々変動の主要なモード（特徴的な変動の空間パターン）を抽出したところ、観測とモデルで

よく類似するものが得られた（図３）。また、観測された海面水温変動を与えた大気モデル結果に

おいては、変動の位相 (過去の特定の年が「冷夏型」か否か）も観測とモデルでよく類似することが

示された。  
５）の影響評価研究への入力データの検討については、従来、気候モデル実験の出力データの変

数の種類や時間解像度が、影響評価研究への必要性から見て不十分であるという問題があったた

め、本課題では、気候モデル実験を行う前に影響研究者の希望を聞いて、出力データの調整を行っ

た。この結果、

河川モデルや

農業モデルに

よる詳細な影

響評価研究の

入力データと

して必要な地

表面付近の変

数について、高

時間分解能（３

時間または１

日）の気候モデ

ル出力を得る

ことができた。  
 
（２）極値現象を含む気候変化シナリオを用いた温暖化影響評価に関する研究  

本サブテーマの目的は、高解像度気候モデルの結果を利用して極値現象を含む日単位の気候変化

シナリオを作成し、全球を対象とした水資源、農業、健康分野への気候変化影響のモデル推計を行

うとともに、影響被害軽減のための方策を検討することである。初年度（H16年度）には、予備的

検討として、１）日別の気候モデル出力の確率的特性に関する把握、および２）月別気候モデル出

力と日別気候出力を用いた場合の影響評価結果の違いの把握を行った。さらに2～3年度目には、こ

の予備的検討をふまえ、３）洪水・渇水リスク変化の全球的予測（水文・水資源） [H17, 18年度 ]、
４）統計的手法を用いた降雪量の将来予測（水文・水資源）[H18年度 ]、５）極端な気象現象を考慮

した農作物潜在生産性変化の推計（農業）[H17年度 ]、６）暑熱日増加に伴う熱ストレスによる死亡

数の変化の推計（健康） [H17, 18年度 ]について研究を行った。  
１）の日別の気候モデル出力の確率的特性に関する把握では、1900年～2100年のSRES-A1Bシナ

リオに基づく温暖化実験における降水量シミュレーション結果について、14種類の確率密度関数、

3種類の母数推定手法で統計解析を行った。その結果、東京を対象として、対象気候モデルの年最

 

図３ 東アジア域における夏季500hPa高度場の年々変動に対する(a)観測の変動第

一主成分と(b)モデルの変動第一主成分。 

 
図２ 連続無降水日数の頻度分布。例として世界の２つの地域について示した。CAS:中央アジア、SNA:

北米大陸南部。細線が観測データ(GPCP)、太線がモデル結果。横軸が連続無降水日数、縦軸が頻度（対

数軸）。 
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大日降水量の確率分布を求める場合、2母数ピアソンⅢ型分布を積率法で推定することで最も適合

性が良い分布を得られることが示された。  
２）の月別気候モデル出力と日別気候出力を用いた場合の影響評価結果の違いの把握では、気候

モデル研究から提供された日単位気候情報を影響評価モデルに入力することで、月単位気候情報を

用いる場合には評価できなかった日々の気候変動を勘案した影響評価を行った。その結果、全般的

に、月単位気候情報を用いた場合の生産性は、日単位気候情報を用いた場合の生産性よりも過大評

価される傾向を持つことが分かった。  
３）の洪水・渇水リスク変化の全球的予測では、気候モデルの結果を用いて、20世紀再現実験の

渇水・洪水の再現精度の検証と温暖化時の大河川流域の渇水・洪水の変化について解析を行った。

その結果、モデルが20世紀の洪水・渇水のリスクを良く再現できること、北米大陸の北部と東ヨー

ロッパを除く全球で21世紀に洪水リスクが増加すること（図４）、ユーラシア大陸の北東部を除い

て全世界的に渇水リスクが増加すること（図５）が示された。  
４）の統計的手法を用いた降雪量の将来予測では、気温、湿度、降水量から降雪深を推定する手

法を開発し、これを気候モデルの将来予測結果に適用した。新潟県の一地点を例とした結果では、

温暖化が進むと強い降雪の頻度が減少し、弱い降雪の頻度が増加するが、2040年までは10日間合計

230cmを越す豪雪が発生する可能性もあることが示唆された。  
５）の極端な気象現象を考慮した農作物潜在

生産性変化の推計では、極端な気象現象として

台風と熱波を考慮して気候変化が農作物生産に

及ぼす影響を定量的に評価するために、日単位

気候情報を入力条件とする潜在生産性モデルを

開発し、シミュレーションを行った。その結果、

アフリカ中央部、アメリカ合衆国中央部、南米、

インド北部では、全温暖化影響に占める極端な

気象現象の変化による影響の寄与度が、他の地

域に比べて比較的大きいことが示された（図

６）。  
６）の暑熱日増加に伴う熱ストレスによる死

亡数の変化の推計では、熱ストレスによる死亡

率の将来変化について、全球を対象として評価

する手法を開発し、それを用いた試算を行った。

その結果、適応・馴化が行われないと仮定した

場合、熱ストレスによる超過死亡数の変化率を

国別に見ると100～1000%程度増加し、特に至適

気温よりも5℃以上高い強ストレス日が大きく

増加する地域では、超過死亡率増加が激しいこ

とが示された（図７）。  
 
（３）影響評価において重要な極値現象変化のメカニズム解明と不確実性の検討に関する研究  
 本サブテーマでは、本課題で影響評価に用いる気候変化予測結果について、そのような変化が起

こるメカニズムを理解し、予測結果がモデル化の仮定にどの程度依存するかの検討を行うことによ

り、結果の信頼性に関する知見を影響評価研究に提供することを目的とする。影響評価において重

図４ 現状(1941～2000年)の100年洪水流量の、将

来（2071～2100年）における再現期間。 

 

図５ 将来（2071～2100年）の渇水日数／現状（2071

～2100年）の渇水日数。 

 

0      5      10      15        (%)

図６ 農作物潜在生産性に対する全温暖化影響に

占める極端な気象現象による影響の寄与度。 

-100  0      400    800 (%)   
将来の超過死亡率／現在の超過死亡率×100 – 100 (%)

図７ 熱ストレスによる超過死亡密度の変化率。
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要と考えられる様々な現象に注目するため、以

下の４点について研究を行った。１）日本域の

気候変化メカニズムおよび天候の年々変動と

の関係 [H16,17,18年度 ]、２）年平均降水量およ

び極端に強い降水量の全球的変化予測とその

メカニズム [H16,18年度 ]、３）温暖化に伴う熱

帯低気圧およびそれに伴う降水の変化予測と

そのメカニズム [H16,17年度 ]、４）近未来の温

暖化における極値現象の変化予測 [H18年度 ]。
 １）の日本域の気候変化メカニズムおよび天

候の年々変動との関係の考察では、主に高解像

度大気海洋結合モデルによるSRES A1Bシナリ

オに基づく温暖化実験と20世紀再現実験を比

較した。高解像度大気モデルによる現在気候実

験とCO2倍増実験も併せて用いた。この結果、

これまで予測が難しかった日本の夏季につい

て、熱帯太平洋の昇温および大陸の昇温にそれ

ぞれ関係して生じる、日本の南側と北側の高気

圧性変化により、日本では梅雨前線が強化さ

れ、梅雨明けが遅くなる「冷夏型」気圧配置に

移行するというメカニズムが示された（図８）。

また、温暖化による「冷夏型」の気候変化と天

候の年々変動との関係を解析した。東アジア域

およびアジアモンスーン域のそれぞれについ

て、気候モデルの現在気候実験における夏季天候の年々変動パターンを経験直交関数（EOF）解析

により抽出し、温暖化時の年々変動を現在気候の年々変動のEOFに投影したところ、温暖化の強制

により、現在気候の冷夏－暑夏に対応する年々変動モードのうち、冷夏に対応するレジームの出現

確率が顕著に増大することが示された。  
 ２）の年平均降水量および極端に強い降水量の全球的変化予測とそのメカニズムの考察では、複

数の異なる気候モデルを用いて、日降水量データを力学擾乱の指標である鉛直流データと対応付け

て解析した。この結果、主に亜熱帯を中心とした限られた領域で、極端に強い降水量の変化割合は

年平均降水量の変化割合を顕著に上回ることが示された。また、それぞれの変化において、大気中

水蒸気量の増加を原因とする変化 (熱力学的変化 )と、降水をもたらす力学擾乱の変化を原因とする

変化 (力学的変化 )を分離し、極端に強い降水量と年平均降水量の変化割合の違いは熱力学的変化に

よってもたらされることが示された。中高緯度では、一般に力学的変化が小さく、熱力学的変化に

 

 

図８ 日本周辺の夏季（6-8月）の気候変化予測結果。

2071-2100年の平均から1971-2000年の平均を引いた

もの。コンターが500hPa高度、矢印が850hPaの風、陰

影が降水量変化（増加域のみ）を現す。H、Lは、それ

ぞれ周囲と相対的に高気圧性、低気圧性の変化。 

図９ 台風１つあたり１日あたりにもたらされる平均降水量の分布（陰影）。左が現在気候、右が

二酸化炭素倍増時。細線は、モデルにおける台風の経路を表す。  
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より降水量が増加する地域が多いことが予測された。この傾向は、超高解像度（水平解像度7km）

の全球雲解像モデルを用いた擬似温暖化実験の結果とも一致した。  
 ３）の温暖化に伴う熱帯低気圧およびそれに伴う降水の変化予測とそのメカニズムの考察では、

気候モデル結果中の熱帯の強い擾乱を熱帯低気圧と見なして抽出し、その発生頻度、強度およびそ

れによってもたらされる降水量について、温暖化による変化を解析した。その結果、温暖化により

熱帯低気圧による平均雨量および豪雨頻度が増加することが示された。また、大気モデルを用いた

場合は、温暖化が進むと強い熱帯低気圧の発生確率が増大するが、大気海洋結合モデルを用いた場

合、海洋結合の効果により、この傾向が顕著に弱まることが示された。  
 ４）の近未来の温暖化における極値現象の変化予測では、30年程度の近未来において、温暖化に

よる極値現象の変化傾向が自然変動によるノイズに比べて顕著になるかどうかを予測するために、

中解像度気候モデルを用いた10メンバーのアンサンブル実験を行った。その結果、大規模火山噴火

が無いなどの仮定の下で、陸上のほとんどの地点で「暑い夜」などの極値現象の発生頻度が全10ア
ンサンブルメンバーにおいて増加となり（図10）、自然変動の不確実性を考慮しても、極値現象の

有意な変化が予測されることが示された。  
 
４．考察  
 気候変化予測および影響評価のいくつかの重要な側面について、サブテーマ１，２，３によるモ

デル検証研究、影響評価研究、メカニズム・不確実性評価研究の結果を組み合わせることによって、

以下のような知見が得られた。  
 日本域夏季の気候変化に関しては、気圧配置の平均的な変化が、梅雨前線が活発で梅雨明けの遅

れる「冷夏型」に移行するメカニズムを示したが（サブ３）、さらに、用いた気候モデルが日本の

冷夏年、暑夏年の自然変動パターンを現実的に表現することを検証した後（サブ１）、温暖化によ

る「冷夏型」の気候変化は、年々変動における「冷夏年」の出現頻度の増加によるという高次の描

像を提示することができた（サブ３）。また、モデルが100km程度の空間スケールで日本付近の日

降水強度の頻度分布を現実的に表現することを検証すると同時に（サブ１）、日本域夏季の豪雨頻

度の増加の可能性を示唆した（サブ３）。ただし、本課題では日本域の詳細な影響評価は行ってお

らず、これらの知見は他課題（例えば推進費S-4「温暖化の危険な水準及び温室効果ガス安定化レベ

ル検討のための温暖化影響の総合的評価に関する研究」）の影響評価研究において活用されること

を期待する。  
 水害・水資源影響評価に関しては、用いた気候モデルが強い日降水の強度ならびに連続無降水日

数の発生頻度分布を全球の陸上で概ね現実的に再現できることを検証するとともに（サブ１）、河

川流量の変動による洪水・渇水発生特性も現実的に再現できることを示した上で、気候モデルの日

降水量データを用いて温暖化時の洪水・渇水リスクの変化を評価した（サブ２）。この結果、南米

図10  極端に「暑い夜」の基準期間（1951-1970年）からの発生頻度比（RF）について、(a) 2011-2030
年と (b) 1981-2000年の10メンバー平均予測値および (c) 1981-2000年の観測値。下図は (d) 2011-2030年
と (e) 1981-2000年で、RF> 1（発生頻度増加）と予測されるメンバー数であり、予測の一致度を示す。
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などいくつかの地域で、洪水リスクと渇水リスクが同時に高まることが示された。これらの地域は

ある意味でホットスポットといえ、このような変化のメカニズムを解明することには意義がある。

気候モデル結果の解析によれば、これらの地域では温暖化により平均降水量が増加しない一方で豪

雨強度は増加する傾向にあることが示され（サブ３）、温暖化により地表面からの蒸発が増加しよ

うとすることを併せて考慮することにより、洪水・渇水リスクの変化を解釈することができた。  
 健康影響評価に関しては、用いたモデルが気温に関する極値現象の過去50年の変化傾向を自然変

動の不確実性の範囲内で現実的に表現していることを検証するとともに（サブ１）、気候モデルの

日単位気温データを用いて温暖化時の熱ストレスによる超過死亡数の変化を評価した（サブ２）。

超過死亡数の増加率が大きい地域はある意味でホットスポットといえる。それらの地域で、今後30
年程度の近未来においても極端な高温日の増加が予測されるかどうかを調べたところ、陸上のほと

んどの地点で、自然変動の不確実性を考慮しても、近未来において極端な高温日の増加傾向が有意

になることが示された（サブ３）。  
 農業影響評価に関しては、台風と熱波の影響を考慮して、気候モデルの日単位データを用いて温

暖化時の農業生産性の変化を評価した（サブ２）。気候モデルの解像度（100km程度）が不十分な

ためか、台風の変化による影響は顕著には見られなかった。しかし、温暖化時の台風の変化につい

ては一般に重要度が高いため、予測結果を詳細に解析した（サブ３）。その結果、温暖化時には、

大気中水蒸気量の増加により、台風１つが１日あたりもたらす降水量が平均的に増加することが、

比較的高い信頼性で予測できた。また、温暖化時の台風強度の変化に関する既存研究の多くは、海

洋結合の効果を無視しているため、台風強度の増加を過大評価していることを指摘した。  
 以上のような一連の研究に基づき、影響評価にかかわる気候変化予測の信頼性の基準を、以下の

ように整理した。  
a．  気候変化のシグナルが自然変動と明瞭に区別される（統計的有意性）  
b．  異なる複数のモデルで同様の傾向が見られる（モデル間整合性）  
c．  変化のメカニズムが物理的、合理的に解釈可能である（解釈可能性）  
d．  変化において重要な役割を果たすと思われる素過程が現在の観測データと比較してモデル中で

現実的に再現されている（素過程の妥当性）  
e．  観測された過去の傾向と整合的である（過去の傾向との整合性）  
ただし、eに関しては、自然変動の不確実性を考慮する必要がある点に注意を要する。  

本課題では、このような観点に基づく気候変化予測の信頼性評価と、その結果としての影響評価

の信頼性向上の重要性を指摘し、国内外におけるアピールに努めてきた。しかし、このような信頼

性基準は半主観的な専門家判断に留まるため、より客観的な信頼性評価に向けて、予測の信頼性を

確率的表現などにより定量化することが、今後の課題として極めて重要である。  
 また、本課題では、熱ストレスのホットスポットにおける熱波早期警戒システムの必要性を示唆

した点を除けば、温暖化影響への適応に関する議論をほとんど行うことができなかったのは反省す

べき点である。一方で、この間に適応に関する概念整理が進んだため、今後の課題として、適応に

関する研究がより積極的に行われることが期待される。  
 
５．本研究により得られた成果  
（１）科学的意義  
 第一に、気候研究者と影響研究者が協力して、気候変化予測の信頼性を確認しながら高度化した

影響評価を行うことによって、影響評価の信頼性の向上を図ったことの意義は大きい。これまで、

気候研究と影響研究の連携の重要性は認識されていながらも、有機的な協力が行われた例は国際的

にも少なかった。今後はこの連携の重要性がますます強く認識される傾向にあるので、成功事例の

一つとしてアピールする価値のある成果が得られたと考えている。  
 個別には、サブテーマ１の気候モデルの検証研究においては、これまで検証が不十分であった日

降水強度や連続無降水日数といった高時間解像度の降水特性、日本域夏季の天候の年々変動、なら

びに過去50年の極値現象発生頻度の変化傾向について検証が行われ、いずれの点についても、本課

題で用いられた気候モデルは観測データを概ね現実的に再現することが示された。特に過去50年の

極値現象発生頻度の検証に関しては、「極値現象の発生頻度が温暖化により変化しているか」とい

う重要な問題に答える気候変化の検出と原因特定の観点からも意義のある成果が得られた。  
 サブテーマ２の影響評価研究においては、これまで月単位の気候モデル結果を用いることが多か

ったのに対して、本課題では日単位の気候モデル結果を利用できるように影響評価手法の高度化を

行うとともに、極値現象の変化に注目した影響評価研究を展開したことは、国際的にも先端的であ
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り、意義は大きい。特に、水資源影響評価においては、洪水・渇水をもたらす河川流量の変動特性

を観測データにより検証した上で将来の影響評価を行ったこと、健康影響評価においては、全球規

模で熱ストレス影響を評価する手法を新たに開発するとともに、日単位気候モデル結果の系統誤差

を除去するデータ処理上の工夫を行ったこと、農業影響評価においては、熱波や台風といった極値

現象の影響を明示的に影響評価に組み込んだことが先端的である。この結果、洪水リスクと渇水リ

スクが同時に高まる地域や、熱ストレスによる超過死亡数の増加率が特に大きい地域、熱波の影響

による農業生産性の低下が特に大きい地域といった、影響ホットスポットを提示できたことの意義

も大きい。  
 サブテーマ３の気候変化メカニズム解明および予測の不確実性評価研究においては、これまで予

測の難しかった日本域夏季の気候変化に関して説得力のあるメカニズムを提示するとともに、この

変化が天候の年々変動における卓越する変動パターンの発生頻度の変化に対応するという高次の

描像を提示したことは極めて意義が大きい。また、温暖化による豪雨強度の増加が平均降水量の増

加に比べて大きいと期待されることはこれまでも指摘されていたが、本課題ではその要因を分離す

ることによって、より深くメカニズムに踏み込んだ考察を行うことができた。温暖化時の台風の変

化については現状では信頼性の高い予測は難しいが、本課題では台風に伴う降水量の増加および大

気海洋結合の効果という２つの新しい切り口を提示した。自然変動の不確実性を考慮した近未来の

極値現象の変化予測は、今後重要度が高まるテーマであり、本課題でその先鞭を付けることができ

たことは意義が大きい。  
 
（２）地球環境政策への貢献  
 環境省の中央環境審議会地球環境部会における気候変動に関する国際戦略専門委員会において、

本課題成果である日本域の気候変化予測結果が取り上げられ、同委員会の第２次中間報告の作成に

貢献した（同報告ｐ15に結果が引用されている）。また、IPCC第４次評価報告書において、第一作

業部会の8章（気候モデル評価）、9章（気候変化の理解と原因特定）、10章（全球気候変化予測）

および11章（地域気候変化予測）、ならびに第二作業部会の10章（アジア）に本サブテーマの成果

が引用されており、温暖化に関する科学的な基盤の強化を通じて政策に貢献した（第一作業部会に

関しては確定、第二作業部会に関しては最終ドラフト時点）。さらに、本課題の成果に基づく気候

変化予測や影響評価の知見はマスコミ等を通じて多く発表されており、これによって、正しい危機

感の醸成ならびに意思決定における科学的根拠の提供を通じて国民各層の温暖化対策への動機付

けに貢献したと考えられる。  
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